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調査結果の概要 

 
Ⅰ 賃金の動き 

１）調査産業計の状況（図１－１、図１－２、図１－３） 

規模５人以上の事業所では、１人平均月間現金給与総額は 281,865 円、その名目賃金指数（平

成 22 年＝100）は 107.6（前年比 0.3％減）となった。そのうち、きまって支給する給与は 236,719
円（前年比 0.2％増）、特別に支払われた給与は 45,146 円（前年差 874 円減）であった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、１人平均月間現金給与総額は 314,159 円、その名目賃金指

数は 108.0（前年比 1.1％増）となった。そのうち、きまって支給する給与は 259,368 円（前年

比 0.9％増）、特別に支払われた給与は 54,791 円（前年差 1,206 円増）であった。 
また規模５人以上の事業所の１人平均月間現金給与総額の実質賃金指数は102.9で前年に比べ

0.4％減（うち規模 30 人以上では 103.3 で前年に比べ 1.1％増）となった。 
 

２）産業別の状況（図１－３） 

・現金給与総額 

現金給与総額を産業別に見ると、規模５人以上の事業所では、最も多かったのは電気・ガス業

等で 566,361 円となり、その名目賃金指数は 98.7（前年比 6.8％増）であった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 124,607 円となり、その名目賃金指数は 103.7（前

年比 8.1％減）であった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も多かったのは情報通信業で 583,307 円となり、その名

目賃金指数は 130.7（前年比 1.8％増）であった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 157,475 円となり、その名目賃金指数は 107.4（前

年比 3.6％増）であった。 
 

・きまって支給する給与 

きまって支給する給与を産業別に見ると、規模５人以上の事業所では、最も多かったのは電

気・ガス業等で 437,478 円となり、その名目賃金指数は 101.6（前年比 6.6％増）であった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 115,788 円となり、その名目賃金指数は 104.5（前

年比 7.8％減）であった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も多かったのは情報通信業で 438,723 円となり、その名

目賃金指数は 122.9（前年比 3.3％増）であった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 140,944 円となり、その名目賃金指数は 101.2（前

年比 1.0％減）であった。 
 

・特別に支払われた給与 

特別に支払われた給与を産業別に見ると、規模５人以上の事業所では、最も多かったのは電

気・ガス業等で 128,883 円（前年差 8,708 円増）となった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 8,819 円（前年差 998 円減）となった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も多かったのは情報通信業で 144,584 円（前年差 4,036

円減）となった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 16,531 円（前年差 6,624 円増）となった。 



- 2 - 
 

 
 

図１－１ 賃金指数（現金給与総額）の推移－名目賃金指数・実質賃金指数－             
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図１－２ 賃金指数の推移－現給与総額及びきまって支給する給与の前年増減率－ 
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図１－３ 産業別１人平均月間現金給与（規模５人以上） 
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Ⅱ 労働時間の動き 

１）調査産業計の状況 （図２－１、図２－２、図２－３、図２－４） 

規模５人以上の事業所では、１人平均月間出勤日数は 19.7 日（前年差増減なし）だった。ま

た、平均月間総実労働時間は 151.3 時間で指数は 100.4（前年比 1.0％減）となった。うち所定

内労働時間は 142.6 時間で指数は 99.8（前年比 0.9％減）、所定外労働時間は 8.7 時間で指数は

111.5（前年比 0.8％減）となった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、１人平均月間出勤日数は 19.6 日（前年差増減なし）だった。

また、平均月間総実労働時間は 153.8 時間で指数は 100.2（前年比 0.2％増）となった。うち所

定内労働時間は 143.9 時間で指数は 99.6（前年比 0.1％減）、所定外労働時間は 9.9 時間で指数は

112.1（前年比 5.2％増）となった。 
 

２）産業別の状況 （図２－３、図２－４） 

・出勤日数 

出勤日数を産業別に見ると、規模５人以上の事業所では、最も多かったのは運輸業，郵便業で

21.4 日（前年差 0.6 日減）となった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 16.6 日（前年差 0.6 日減）となった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も多かったのは建設業、運輸業，郵便業で 21.7 日（建設

業は前年差 1.0 日増、運輸業，郵便業は前年差 0.3 日減）となった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 17.8 日（前年差 1.0 日減）となった。 

 

・総実労働時間 
総実労働時間を産業別に見ると、規模５人以上の事業所では、最も多かったのは情報通信業で

172.7 時間となり、その指数は 103.5（前年比 16.7％増）であった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 106.6 時間となり、その指数は 95.4（前年比 5.2％

減）であった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も多かったのは情報通信業で 178.9 時間となり、その指

数は 105.7（前年比 0.4％減）であった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 120.2 時間となり、その指数は 95.1（前年比 5.5％

減）であった。 
 

・所定内労働時間 

所定内労働時間を産業別に見ると、規模５人以上の事業所では、最も多かったのは情報通信業

で 158.1 時間となり、その指数は 103.0（前年比 14.3％増）であった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 101.9 時間となり、その指数は 95.0（前年比 6.9％

減）であった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も多かったのは情報通信業で 160.5 時間となり、その指

数は 103.6（前年比 0.3％増）であった。 
最も少なかったのは、宿泊業・飲食業等で 114.4 時間となり、その指数は 95.1（前年比 5.7％

減）であった。 
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・所定外労働時間 

所定外労働時間を産業別に見ると、規模５人以上の事業所では、最も多かったのは情報通信業

で 14.6 時間となり、その指数は 102.2（前年比 49.2％増）であった。 
最も少なかったのは、医療，福祉で 3.6 時間となり、その指数は 90.6（前年比 0.4％減）であ

った。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も多かったのは情報通信業で 18.4 時間となり、その指数

は 124.5（前年比 6.1％減）であった。 
最も少なかったのは、医療，福祉で 4.3 時間となり、その指数は 100.4（前年比 4.3％増）であ

った。 
 

図２－１ 労働時間指数の推移－総実労働時間（調査産業計）及び所定外労働時間（調査産業計、製造業）－  
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図２－２ 労働時間指数の推移－総実労働時間（調査産業計）及び所定外労働時間（調査産業計、製造業）の前年増減率－  
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図２－３ 産業別１人平均出勤日数（規模５人以上）  
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図２－４ 産業別１人平均労働時間（規模５人以上） 
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Ⅲ 雇用の動き 
１）調査産業計の状況 （図３－１、図３－２、図３－３） 

規模５人以上の事業所では、常用労働者は 182,763 人で指数は 109.2（前年比 0.5％増）とな

った。うちパートタイム労働者は 39,146 人（前年比 0.5％減）で、常用労働者全体に占める割合

は 21.4％（前年差 0.3 ポイント減）となった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、常用労働者は 91,913 人で指数は 102.7（前年比 0.5％減）

となった。うちパートタイム労働者は 17,429 人（前年比 0.4％減）で、常用労働者全体に占める

割合は 19.0％（前年差 0.1 ポイント増）となった。 
 

２）産業別の状況 （図３－３、図３－４） 

・常用労働者数 

常用労働者数を産業別に見ると、規模５人以上の事業所では、最も多かったのは医療，福祉で

39,165 人となり、その指数は 142.6（前年比 4.0％増）であった。 
最も少なかったのは、電気・ガス業等で 1,240 人となり、その指数は 283.0（前年比 0.7％増）

であった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も多かったのは医療，福祉で 22,905 人となり、その指数

は 131.9（前年比 1.3％増）であった。 
最も少なかったのは、情報通信業で 824 人となり、その指数は 44.4（前年比 0.4％減）であっ

た。 
 

・パートタイム労働者数 

パートタイム労働者数を産業別に見ると、規模５人以上の事業所では、最も多かったのは卸売

業，小売業で 9,763 人（前年比 3.8％減）となった。 
最も少なかったのは、電気・ガス業等で 42 人（前年比 50.0％増）となった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も多かったのは卸売業，小売業で 4,225 人（前年比 5.9％

減）となった。 
最も少なかったのは、情報通信業で 11 人（前年比 38.9％減）となった。 

（注）パートタイム労働者数の前年比は、実数により算出している。 
 

・パートタイム労働者比率 （図３－５） 

パートタイム労働者数が常用労働者数に占める比率を産業別に見ると、規模５人以上の事業所

では、最も高かったのは宿泊業・飲食業等で 71.8％（前年差 7.6 ポイント増）となった。 
最も少なかったのは、情報通信業で 1.5％（前年差 11.1 ポイント減）となった。 
うち規模 30 人以上の事業所では、最も高かったのは宿泊業・飲食業等で 63.0％（前年差 0.1

ポイント増）となった。 
最も少なかったのは、情報通信業で 1.4％（前年差 0.8 ポイント減）となった。 
 
 
 



- 7 - 
 

 

図３－１ 常用雇用指数の推移－就業形態別（調査産業計）－  
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図３－２ 常用雇用指数の推移―前年増減率－ 
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図３－３ 産業別労働者数（規模５人以上） 
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図３－４ 産業別常用労働者構成比率（規模５人以上） 
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図３－５ 産業別パートタイム労働者比率（規模５人以上） 
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表１　現金給与総額の推移 （指数：平成22年＝100）

名目
指数

前年比
実質
指数

前年比
名目
指数

前年比
実質
指数

前年比 前年差

規模5人以上 円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 円

平成18年 289,184 109.6 0.3 109.3 0.8 241,789 107.5 0.1 107.2 0.7 47,395 695

　　19年 276,537 105.2 -4.1 104.9 -4.0 233,938 104.3 -3.0 104.0 -3.0 42,599 -4,796

　　20年 281,478 105.9 0.7 103.4 -1.4 236,068 104.2 -0.1 101.8 -2.1 45,410 2,811

　　21年 268,939 103.0 -2.8 102.2 -1.2 228,841 102.7 -1.4 101.9 0.1 40,098 -5,312

　　22年 260,192 100.0 -2.9 100.0 -2.2 221,945 100.0 -2.6 100.0 -1.9 38,247 -1,851

　　23年 262,764 101.4 1.4 101.5 1.5 223,076 100.9 1.0 101.0 1.0 39,688 1,441

　　24年 259,522 99.1 -2.3 99.1 -2.4 221,397 99.3 -1.6 99.3 -1.7 38,125 -1,563

　　25年 256,587 98.2 -0.9 97.9 -1.2 218,876 98.3 -1.0 98.0 -1.3 37,711 -414

　　26年 272,103 104.4 6.3 101.0 3.2 228,651 102.8 4.6 99.4 1.4 43,452 5,741

　　27年 282,417 107.9 3.4 103.3 2.3 236,397 105.9 3.0 101.3 1.9 46,020 2,568

　　28年 281,865 107.6 -0.3 102.9 -0.4 236,719 106.1 0.2 101.4 0.1 45,146 -874
うち規模30人以上 円 ％ ％ 円 ％ ％ 円 円

平成18年 307,458 104.6 -0.3 104.3 0.2 252,711 102.8 -0.3 102.5 0.2 54,747 -240

　　19年 304,452 104.1 -0.4 103.8 -0.5 251,212 102.8 0.0 102.5 0.0 53,240 -1,507

　　20年 306,564 103.8 -0.3 101.4 -2.3 251,486 101.9 -0.9 99.5 -2.9 55,078 1,838

　　21年 286,635 98.9 -4.7 98.1 -3.3 240,400 99.2 -2.6 98.4 -1.1 46,235 -8,843

　　22年 287,488 100.0 1.2 100.0 1.9 240,633 100.0 0.8 100.0 1.6 46,855 620

　　23年 288,482 101.2 1.2 101.3 1.3 240,372 100.6 0.6 100.7 0.7 48,110 1,255

　　24年 292,172 100.4 -0.8 100.4 -0.9 245,030 100.8 0.2 100.8 0.1 47,142 -968

　　25年 294,956 101.5 1.1 101.2 0.8 245,068 100.9 0.1 100.6 -0.2 49,888 2,746

　　26年 302,084 104.3 2.8 100.9 -0.3 248,119 102.3 1.4 98.9 -1.7 53,965 4,077

　　27年 310,615 106.8 2.4 102.2 1.3 257,030 105.7 3.3 101.1 2.2 53,585 -380

　　28年 314,159 108.0 1.1 103.3 1.1 259,368 106.6 0.9 101.9 0.8 54,791 1,206

年
現金給与総額 きまって支給する給与 特別に支払われた給与

 

表２　１人平均月間労働時間の推移 （指数：平成22年＝100）

前年差 指数 前年比 指数 前年比 指数 前年比

規模5人以上 日 日 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％

平成18年 20.3 0.1 156.8 104.9 0.8 147.9 104.4 0.4 8.9 113.9 9.2

　　19年 20.4 0.1 156.7 103.7 -1.2 147.7 103.0 -1.3 9.0 114.8 0.7

　　20年 20.1 -0.3 154.6 101.4 -2.2 145.9 101.0 -2.0 8.7 108.7 -5.3

　　21年 19.7 -0.4 149.4 99.2 -2.2 142.2 99.5 -1.4 7.2 94.3 -13.2

　　22年 19.8 0.1 150.5 100.0 0.8 143.1 100.0 0.5 7.4 100.0 6.1

　　23年 19.8 0.0 150.7 100.2 0.2 143.4 100.1 0.1 7.3 101.7 1.7

　　24年 20.0 0.2 151.2 100.4 0.2 143.5 100.4 0.3 7.7 98.2 -3.4

　　25年 19.8 -0.2 149.6 99.3 -1.1 141.2 98.9 -1.5 8.4 105.5 7.4

　　26年 19.8 0.0 149.4 99.3 0.0 141.1 99.0 0.1 8.3 102.9 -2.5

　　27年 19.7 -0.1 152.7 101.4 2.1 143.9 100.7 1.7 8.8 112.4 9.2

　　28年 19.7 0.0 151.3 100.4 -1.0 142.6 99.8 -0.9 8.7 111.5 -0.8
うち規模30人以上 日 日 時間 ％ 時間 ％ 時間 ％

平成18年 19.8 -0.1 154.9 102.4 0.1 145.5 102.2 0.0 9.4 106.8 1.1

　　19年 19.9 0.1 157.5 102.1 -0.3 148.1 101.9 -0.3 9.4 105.6 -1.1

　　20年 19.8 -0.1 156.8 100.6 -1.5 147.4 100.4 -1.5 9.4 104.4 -1.2

　　21年 19.5 -0.3 151.1 98.5 -2.0 143.9 99.5 -0.9 7.2 83.7 -19.8

　　22年 19.8 0.3 153.1 100.0 1.6 145.0 100.0 0.6 8.1 100.0 19.4

　　23年 19.7 -0.1 152.1 99.4 -0.6 143.9 99.1 -1.0 8.2 105.0 5.0

　　24年 19.7 0.0 153.4 100.0 0.6 144.0 99.7 0.6 9.4 105.5 0.5

　　25年 19.6 -0.1 152.2 99.3 -0.7 142.3 98.8 -0.9 9.9 109.5 3.8

　　26年 19.4 -0.2 150.6 98.4 -0.9 140.9 98.0 -0.8 9.7 106.0 -3.2

　　27年 19.6 0.2 153.4 100.0 1.6 144.0 99.7 1.7 9.4 106.6 0.6

　　28年 19.6 0.0 153.8 100.2 0.2 143.9 99.6 -0.1 9.9 112.1 5.2

年 出勤日数 総実労働時間 所定内労働時間 所定外労働時間
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表３　常用労働者の推移 （指数：平成22年＝100）

指数 前年比 比率 前年差 入職率 離職率

規模5人以上 人 ％ 人 ％ ポイント ％ ％

平成18年 177,760 108.0 0.4 36,996 20.8 -0.2 1.95 2.03

　　19年 173,020 105.0 -2.8 38,049 22.0 1.2 1.88 1.90

　　20年 171,116 103.5 -1.5 35,967 21.0 -1.0 1.78 1.83

　　21年 176,508 102.4 -0.9 37,484 21.2 0.2 1.76 1.84

　　22年 172,551 100.0 -2.4 37,189 21.6 0.4 1.72 1.78

　　23年 172,589 100.0 0.0 34,756 20.1 -1.5 1.66 1.68

　　24年 179,574 107.3 7.3 46,707 26.0 5.9 1.96 1.83

　　25年 181,162 108.2 0.8 51,312 28.3 2.3 2.11 2.11

　　26年 179,507 107.2 -0.9 45,124 25.1 -3.2 1.77 1.81

　　27年 181,960 108.7 1.4 39,362 21.7 -3.4 1.55 1.62

　　28年 182,763 109.2 0.5 39,146 21.4 -0.3 1.76 1.62

うち規模30人以上 人 ％ 人 ％ ポイント ％ ％

平成18年 97,152 109.4 -0.8 19,370 19.9 -0.7 1.82 1.97

　　19年 93,350 105.2 -3.7 18,599 19.9 0.0 1.62 1.63

　　20年 93,923 105.9 0.6 18,589 19.8 -0.1 1.64 1.64

　　21年 94,559 105.0 -0.8 15,159 16.0 -3.8 1.52 1.60

　　22年 90,050 100.0 -4.8 15,231 16.9 0.9 1.43 1.59

　　23年 88,244 98.1 -1.9 15,410 17.5 0.6 1.45 1.61

　　24年 92,524 103.4 5.4 21,168 22.9 5.4 1.73 1.70

　　25年 92,339 103.2 -0.2 20,915 22.7 -0.2 1.71 1.71

　　26年 90,653 101.3 -1.8 20,113 22.2 -0.5 1.58 1.73

　　27年 92,361 103.2 1.9 17,491 18.9 -3.3 1.51 1.57

　　28年 91,913 102.7 -0.5 17,429 19.0 0.1 1.54 1.50

年
常用労働者 労働異動率パートタイム労働者

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 




